
吉野川下流大規模氾濫に関する減災対策協議会

取組方針 （抜粋）

６．概ね５年で実施する取組

氾濫が発生することを前提として、社会全体で常にこれに備える「水防
災意識社会」を再構築することを目的に、各構成員が取り組む主な内容

１）ハード対策の取組

２）ソフト対策の主な取組

①危機意識の高揚に向けた啓発活動、情報発信の強化を実施

②避難時間確保のための情報発信手法の確立と水防活動の強化を実施

③排水・施設運用等の現状把握と緊急排水計画（案）の作成等を実施
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勝命箇所の堤防整備

R2.10撮影
吉野川

谷島工区 L=1000m

伊沢市工区 L=1340m

移転
家屋

土地利用規制範囲

H16.10月 洪水浸水範囲

L=600m

工事実施（または計画）箇所

施工済み箇所
建築基準法第39条第1項に
基づき、災害危険区域に指
定し、阿波市により土地利用
規制を行う

 事 業 概 要

 平成23年度着手
 延長2,570m

（整備計画策定後の延長2,570m）
＜事業実施による被害軽減効果＞
 解消する浸水面積 40ha
 解消する浸水家屋数 120戸

１）ハード対策の取組
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危機管理型水位計１）ハード対策の取組

 住民や要配慮者の早期避難を支援するため、県下の｢浸水実績」などのある
５０河川（５２箇所）に設置

「危機管理型水位計」の設置（令和元年６月運用開始）

 ウェブサイト「川の水位情報（国土交通省）」で一般公開
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ハザードマップの改訂

国の「南海トラフ地震における具体的な応
急対策活動に関する計画」において、本市の
交流防災拠点施設・アエルワが「広域物資輸
送拠点」に指定されたことなどを受け、平成
２９年２月に「地域防災計画」を改定し、
これに併せ、ハザードマップの改訂版を作成
し、同年５月に、市内の全戸に配布すると共
に、本市のホームページで公開を開始しまし
た。

■吉野川（下流区間）洪水浸水想定区域図■阿波市総合ハザードマップ （市場地区）

２）ソフト対策の
主な取組①
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同報系防災行政無線デジタル化再整備事業

近年、全国各地で地震、洪水等の自然災害が発生し、住民の避難行動の遅れなどが課題となっ
ています。

このため本町では、災害時住民への情報伝達の多重化・円滑化を推進するため、同報系防災行
政無線のデジタル化による再整備を実施しています。

また、本町のアナログ同報系防災行政無線は、運用から２０年以上が経過し、老朽化や部品の
製造中止等により設備拡張や修理に支障をきたす恐れがあり、デジタル化による再整備が急がれ
る状況となっています。

■デジタル化のメリット

●音声合成による放送が可能となり、放送内
容が聞き取りやすくなります。

●双方向通信が可能となるため、親局と屋外
拡声子局との間で、電話のような連絡通信が
できるようになります。

●メールの自動配信や自動電話応答サービ
ス等、その他の情報手段と連携が可能になり
ます。

●ノイズが軽減され放送音声がクリアになり
ます。

２）ソフト対策の
主な取組①
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 避難訓練の支援
避難確保計画作成済みの要配慮者利用施設からモ

デル施設を選定し、避難訓練の実施を支援するとと
もに、計画の実効性を検証し、必要に応じて避難確
保計画の見直しを支援する。

 モデル施設
吉野川市内の「ケアハウス 健祥会プロバンス」

をモデル施設として選定。
当該施設は、吉野川及び飯尾川の浸水想定区域内

に位置し、平成16・26年の台風において付近まで
浸水している。また、デイサービスセンターを併設
しており、グループホームが隣接している。

 避難訓練の手引き
避難訓練の支援で得られた成果を踏まえ、避難訓

練の手引きを作成し、公開することにより、避難確
保計画の実効性の確保を支援する。

避難確保計画作成推進事業
２）ソフト対策の
主な取組②
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松茂町では、昨年度に洪水ハザードマップを全戸配布し、周知を行いました。今後は、国・県
の協力を得ながら、洪水ハザードマップに記載した要配慮者利用施設の担当者に向けて説明を行
い、避難確保計画の作成について進めていく予定です。

完成した洪水ハザードマップ

福祉避難所での研修会

中喜来地区津波避難タワー

ハザードマップの活用・避難確保計画作成の推進２）ソフト対策の
主な取組②
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高性能排水ポンプ車の導入

〇令和2年2月に、県内市町村で初めて高性能排水ポンプ車を導入しました。

台風や集中豪雨による河川氾濫により住宅地が浸水した場合や道路が冠水した場合に、排水ポン
プ車を柔軟かつ機動的に運用し、現場の最前線に速やかに駆けつけ排水作業を行います。

ポンプ車の運用は、市職員で構成する「阿波市消防団 救援機動隊」が担い日々訓練を重ねていま
す。

〔阿波市排水ポンプ車〕

〔阿波市消防団 救援機動隊〕

主要諸元

車体寸法：全長7,690mm×全幅2,285mm×全高2,720mm

車両総重量：7,920kg

乗車定員：2名

使用燃料（容量）：軽油（350ℓ）

連続運転時間：12時間

総排水量：30㎥/分

ポンプ台数：6台

【救援機動隊】

救助に関する知識と専
門技術、また特殊な資機
材を駆使し、火災や自然
災害などあらゆる災害対
応に従事。

新たに組織の中に、洪
水災害対策のために活動
する『排水ポンプ車隊』
を設立。

２）ソフト対策の主な取組③
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今後の減災対策協議会について

 吉野川下流大規模氾濫に関する減災対策協議会（以下 本会）

においては、水防災意識社会の実現に向け、５ヶ年（令和２年度）

を目標とする緊急行動計画として、避難・水防対策及び危機管理

型ハード対策などについて取り組みを実施してきた。  

 令和２年度で緊急行動計画が終了することから、令和３年度以

降の本会のあり方について、下記の方針で進めることを確認する。 

記

○『「水防災意識社会 再構築ビジョン」に基づく吉野川下流域

の減災に係る取組方針』に位置付けていたもので、河川整備な

どのハード対策については、必要に応じて、「吉野川流域治水

協議会」において協議する。  

○当会は水防法に基づいて設置されており、現況施設能力を上回

る（氾濫が発生する）あらゆる規模の洪水の被害を軽減するた

めの対策について協議する場であるため、避難計画、水位情報

の強化などの「避難・水防に係る対策」を中心に、協議を継続

する。  

○「避難・水防に係る対策」については、令和３年度に開催する

協議会において、今後、各構成員が取り組む主な内容を記載し

た「取組方針」を策定する。
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緊急⾏動計画 H28〜R2 （５か年）

「緊急行動計画」の今後の展開について

⽔防法 河川法 流域に関する対策

⽔防災意識社会の再構築 (⼤規模氾濫減災協議会 国管理河川１２９協議会)

流域治⽔ (流域治⽔協議会 国管理河川１１８協議会)

流域治⽔プロジェクト R3〜

避難・⽔防対策
避難計画、防災教育、⽔位情報の強化、⽔防体制の充実など R2概ね完了⾒込み

危機管理型ハード対策等
地域の取組⽅針

※未達成のものは要因を分析し、流域治⽔プロジェクトとして位置づける

河川対策の検討
河川整備、ダム建設など 下⽔道、流出抑制、⼟地利⽤・住まい⽅の⼯夫、

浸⽔拡⼤抑制、利⽔ダムの活⽤など

流域対策の検討

R3以降

避難・⽔防対策
地域の取組⽅針

避難計画、防災教育、⽔位情報の強化、⽔防体制の充実など

○ 水防災意識社会の実現に向け、令和2年度を目標として、円滑かつ迅速な避難・被害軽減のための取り組

み等について「緊急行動計画」として取りまとめ着実に推進してきた。このうち、危機管理型ハード対策につい
ては、令和2年度までにおおむね完了の見込みとなったところ。

○ 緊急行動計画に含まれていた避難や水防対策については、引き続き、大規模氾濫減災協議会において「地
域の取組方針」を作成するとともに、これを各河川で進められている「流域治水プロジェクト」に位置付けること
で、あらゆる関係者との密接な連携体制のもと、防災・減災の取組を継続的に推進していく。

※１
⼤規模氾濫減災協議会では、緊急⾏動計画に危機管
理型ハード対策（河川法に係るもの）を位置づけ取
り組んできたが、R2に概ね完了するため、R3以降は、
避難・⽔防対策の更なる充実を図る。

※１

※２
R3以降、⼤規模氾濫減災協議会では、避難・⽔防対
策の更なる充実を図る。流域治⽔協議会は、⼤規模
氾濫減災協議会等における取組の状況等を確認・点
検し 、流域治⽔プロジェクトに記載する。

⼤規模氾濫減災協議会 ※２
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